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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・バリューアップ・ファンド」
は、このたび、第₁₈期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4717>

ダイワ・バリューアップ・ファンド
★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約₁₀年間（₂₀₀₆年 ₂ 月₁₅日～₂₀₁₆年 ₂ 月₁₅日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要 投 資
対 象

わが国の金融商品取引所上場株式（上場予
定を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主としてわが国の金融商品取引所上場株
式に投資し、バリュー重視の運用を行なう
ことにより、長期的にＴＯＰＩＸ（東証株
価指数）を上回る投資成果をめざします。
②銘柄の選定にあたっては、主に次の観点
から行ないます。
　イ．事業の再構築力
　ロ．本業の技術力、市場展開力
③ＰＥＲ、ＰＢＲ等の指標から見て、割安
と判断されるポートフォリオを構築しま
す。
④運用の効率化をはかるため、わが国の株
価指数先物取引等を利用することがありま
す。このため、株式の組入総額と株価指数
先物取引等の買建玉の時価総額の合計額
が、信託財産の純資産総額を超えることが
あります。
⑤株式以外の資産への投資は、原則として、
信託財産総額の₅₀％以下とします。
⑥信託財産の純資産総額の ₅ ％以内でＪ－
ＲＥＩＴ（不動産投資信託証券）に投資す
ることがあります。当該Ｊ－ＲＥＩＴは、
外貨建資産を保有する場合があります。外
貨建資産への実質投資割合は、原則として、
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合は分配を行なわない場合があり
ます。



ダイワ・バリューアップ・ファンド

■最近 5 期の運用実績

決 算 期
基　　準　　価　　額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　式

組　入
比　率

株　式
先　物
比　率

投資信託
証　　券
組入比率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率 （ベンチマーク） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₄期末（₂₀₁₃年 ₂ 月₁₅日） ₅, ₉₀₃ ₀ ₂₈. ₅ ₉₄₂. ₄₁ ₂₆. ₁ ₉₅. ₈ ₂. ₀ ― ₁₁, ₀₉₂
₁₅期末（₂₀₁₃年 ₈ 月₁₅日） ₇, ₃₆₂ ₀ ₂₄. ₇ ₁, ₁₅₁. ₈₂ ₂₂. ₂ ₉₂. ₇ ₄. ₉ ― ₁₂, ₇₉₇
₁₆期末（₂₀₁₄年 ₂ 月₁₇日） ₈, ₀₇₈ ₀ ₉. ₇ ₁, ₁₉₂. ₀₅ ₃. ₅ ₉₄. ₅ ₃. ₀ ― ₁₃, ₁₃₇
₁₇期末（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₅日） ₈, ₇₄₄ ₀ ₈. ₂ ₁, ₂₇₀. ₆₈ ₆. ₆ ₉₆. ₆ ― ₀. ₃ ₁₃, ₄₅₀
₁₈期末（₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日） ₉, ₉₃₆ ₀ ₁₃. ₆ ₁, ₄₅₉. ₄₃ ₁₄. ₉ ₉₅. ₉ ₁. ₈ ₀. ₀ ₁₃, ₇₈₇

（注）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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期　末
（2015. 2. 16）

期　首
（2014. 8. 15）

基準価額（左軸）　　　　ベンチマーク（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注）ベンチマークは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。
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ダイワ・バリューアップ・ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₈, ₇₄₄円　期末：₉, ₉₃₆円　騰落率：₁₃. ₆％
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後日銀の追加緩和などもあり急速に反転上昇したことに
より、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、企業業績の改善、円安の進行などにより上昇しました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にか
けては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、国内政治不安などが重なり、株価は下落しまし
た。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用
比率の引上げ決定や円安の進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済
悪化への懸念や、ギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などで下落する局面もありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀
行）による国債買入れを含む量的金融緩和の決定や、日米景気の着実な回復などを受け、株価は一進一退で推移しまし
た。

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

投資信託
証　　券
組入比率騰 落 率 （ベンチマーク） 期　　中

騰 落 率
円 ％ ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₁₅日 ₈, ₇₄₄ ― ₁, ₂₇₀. ₆₈ ― ₉₆. ₆ ― ₀. ₃
₈ 月末 ₈, ₉₃₁ ₂. ₁ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₀. ₆ ₉₇. ₄ ― ₀. ₃
₉ 月末 ₉, ₃₃₉ ₆. ₈ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₄. ₄ ₉₆. ₀ ― ₀. ₄
₁₀月末 ₉, ₂₄₉ ₅. ₈ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₅. ₀ ₉₅. ₄ ₁. ₀ ₀. ₇
₁₁月末 ₉, ₈₀₉ ₁₂. ₂ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₁. ₀ ₉₆. ₀ ₁. ₀ ₀. ₈
₁₂月末 ₉, ₉₂₅ ₁₃. ₅ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₀. ₈ ₉₆. ₄ ₀. ₉ ₀. ₈

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₉, ₉₄₁ ₁₃. ₇ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₁₁. ₄ ₉₆. ₅ ₀. ₃ ₀. ₈
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日 ₉, ₉₃₆ ₁₃. ₆ ₁, ₄₅₉. ₄₃ ₁₄. ₉ ₉₅. ₉ ₁. ₈ ₀. ₀

（注）騰落率は期首比。
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ダイワ・バリューアップ・ファンド

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
株式市場は回復基調をたどるとの想定のもと、基本的には株価指数先物等を含めて₉₀％程度以上の組入比率を維持し

ます。想定した見通しを大きく変更せざるを得ないような投資環境の変化が生じた際には、₉₀％を下回る組入比率とす
ることも検討してまいります。

〈ポートフォリオ〉
（₁）業種構成

基本的には、競争力や業績動向、株価水準などを主な基準に構成したポートフォリオを継続する方針です。内外
の経済動向や為替動向など投資環境の変化を見極めながら、業種構成を変化させていきたいと考えています。

（₂）個別銘柄
・主に、取得時にＰＥＲ（株価収益率）あるいはＰＢＲ（株価純資産倍率）から見て割安と判断される銘柄の中か

ら、事業再構築力、本業の技術力、市場展開力などの定性的な面でいずれかが優れていると判断される銘柄への
投資を継続します。

・銘柄選定にあたっては、中長期的な観点から業績拡大が期待できる企業、成長戦略等の政策や世界経済の成長に
よる恩恵が期待できる企業、リストラやＭ＆Ａなどにより収益性改善や事業拡大を図る企業、増配や自社株買い
など株主還元に積極的な企業など幅広い観点から銘柄を選別し、ポートフォリオを構築していきたいと考えてい
ます。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率（株式先物、国内リートを含む。）は、世界的な金融緩和傾向や企業業績の回復期待などから、期を通して

₉₅％以上で推移させました。
業種構成は、化学、小売業、銀行業などの比率を引上げた一方、電気機器、ガラス・土石製品、非鉄金属などの比率を引

下げました。
個別銘柄では、業績見通しや株価指標などを総合的に勘案して村田製作所、ドンキホーテ、旭化成などの組入比率を引上

げました。一方、セイコーエプソン、三井物産、オリックスなどの組入比率を引下げました。
◆ベンチマークとの差異について

ベンチマーク（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₁₄. ₉％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₁₃. ₆％となりました。
業種構成では、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回った建設業、卸売業をオーバーウエートとしていたことなどがマイナス要因と

なりました。個別銘柄では、アルプス電気、日新製鋼などがプラスに寄与しましたが、田淵電機、ジオスターなどがマイナ
ス要因となりました。

以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークとの騰落率の対比です。

（％）
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 8. 15～2015. 2. 16）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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ダイワ・バリューアップ・ファンド

◆分配金について
当期は、基準価額の水準等を考慮し、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日
～₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₁, ₁₄₂
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》

　国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、安倍政権の政策、国内企業の業績回復、株主還元強化期待などが引続き株
価の押し上げ要因になると考えており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。銘柄の選定にあたっては、
事業再構築力、本業の技術力、市場展開力などの観点から行ない、ＰＥＲ、ＰＢＲ等の指標から見て割安と判断されるポート
フォリオを構築してまいります。
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ダイワ・バリューアップ・ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₆, ₄₉₁, ₇₃₀千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₃, ₄₈₅, ₂₀₃千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₂₂ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₇, ₅₆₅. ₃ ₇, ₄₉₁, ₈₆₉ ₈, ₇₆₅. ₃₅ ₈, ₉₉₉, ₈₆₁ 
（ ₄₁. ₀₅） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）（　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（₃）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₅₂₅ ₃₀₀ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（2）投資信託証券
（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）

買　　　　付 売　　　　付
口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

国  内
千口 千円 千口 千円 

₀. ₉₁₅ ₆₂, ₇₉₈ ₁. ₄₉₇ ₁₁₀, ₅₇₃ 
（ ―） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）売付（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₈. ₁₆～₂₀₁₅. ₂. ₁₆）
金　額 比　率

信託報酬  ₇₈円 ₀. ₈₃₂％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₉, ₄₁₄円です。

（投信会社）  （₃₈）  （₀. ₄₀₂） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₃₈）  （₀. ₄₀₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₁₁   ₀. ₁₁₄   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₁₀）  （₀. ₁₁₁） 
（先物）  （₀）  （₀. ₀₀₂） 
（投資信託証券）  （₀）  （₀. ₀₀₁） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₈₉   ₀. ₉₄₉  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。  
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。   
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■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
東レ ₂₀₀  ₁₆₃, ₉₀₀  ₈₁₉  セイコーエプソン ₆₇  ₃₅₇, ₃₅₆  ₅, ₃₃₃ 
東日本旅客鉄道 ₁₇. ₅  ₁₅₅, ₂₃₇  ₈, ₈₇₀  三井物産 ₁₀₇  ₁₇₄, ₅₂₈  ₁, ₆₃₁ 
日東電工 ₂₂  ₁₂₇, ₈₃₆  ₅, ₈₁₀  ミネベア ₁₁₀  ₁₆₄, ₁₁₆  ₁, ₄₉₁ 
ソニー ₄₀  ₁₂₃, ₃₃₇  ₃, ₀₈₃  日立金属 ₈₈  ₁₆₃, ₂₆₈  ₁, ₈₅₅ 
ドンキホーテホールディング ₁₆. ₈  ₁₁₆, ₇₁₇  ₆, ₉₄₇  オリックス ₁₀₄  ₁₅₆, ₈₅₂  ₁, ₅₀₈ 
三菱 UFJ フィナンシャル G ₁₅₇  ₁₀₆, ₆₆₁  ₆₇₉  三菱電機 ₁₁₀  ₁₄₈, ₈₀₂  ₁, ₃₅₂ 
ディスコ ₁₁. ₅  ₁₀₄, ₃₆₀  ₉, ₀₇₄  スズキ ₄₃  ₁₄₆, ₇₈₂  ₃, ₄₁₃ 
ＨＯＹＡ ₂₇  ₁₀₃, ₃₃₇  ₃, ₈₂₇  ブラザー工業 ₇₆  ₁₄₀, ₁₂₀  ₁, ₈₄₃ 
第一生命 ₆₂  ₁₀₀, ₇₅₇  ₁, ₆₂₅  日東電工 ₂₂  ₁₃₅, ₁₃₆  ₆, ₁₄₂ 
科研製薬 ₃₂  ₉₈, ₅₇₁  ₃, ₀₈₀  マツダ ₅₄  ₁₃₃, ₀₀₃  ₂, ₄₆₃ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₇, ₄₉₁ ₁, ₉₇₅ ₂₆. ₄ ₈, ₉₉₉ ₂, ₃₃₃ ₂₅. ₉ 

株式先物取引 ₅₂₅ ― ― ₃₀₀ ― ― 

投資信託証券 ₆₂ ₂₁ ₃₃. ₇ ₁₁₀ ₂₀ ₁₈. ₄ 

コール・ローン ₅₃, ₁₀₆ ― ― ― ― ― 

（₃） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁₅, ₈₅₄千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₆, ₅₉₇千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₄₁. ₆％ 

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

（2） 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

株 式 ₀
百万円

投 資 信 託 証 券 ₅₂
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（0． 5％）

日本水産 ₂₅₂ ₁₈₄ ₆₄, ₉₅₂
鉱業（―）

国際石油開発帝石 ₃₉ ― ―
建設業（4． 0％）

ミライト・ホールディングス ― ₁₈ ₂₃, ₂₇₄
安藤・間 ₁₈₄ ₁₂₄ ₈₆, ₈₀₀
西松建設 ₂₄₂ ₉₂ ₄₁, ₁₂₄
大豊建設 ₁₇₃ ₁₃₅ ₇₈, ₀₃₀
前田建設 ― ₆₇ ₆₀, ₅₀₁
東鉄工業 ₃₀ ― ―
名工建設 ₅₃ ₄₇ ₃₇, ₈₈₂
ピーエス三菱 ― ₅₂ ₂₂, ₂₀₄
大東建託 ― ₂. ₉ ₃₈, ₉₄₇
東洋建設 ― ₁₃₀ ₆₉, ₈₁₀
九電工 ₁₁₆ ₄₉ ₆₇, ₉₆₃

食料品（2． 4％）
森永製菓 ― ₂₃₀ ₈₀, ₅₀₀
江崎グリコ ₄₃ ₂₁. ₅ ₉₈, ₄₇₀
ブルボン ― ₄ ₅, ₃₆₀
亀田製菓 ― ₆ ₂₆, ₆₁₀
明治ホールディングス ― ₄ ₅₁, ₀₄₀
プリマハム ₃₄₅ ― ―
日本ハム ₅₅ ― ―
米久 ₂₁ ― ―
Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₅₅ ― ―
ニチレイ ₁₁₀ ― ―
フジッコ ₁₈ ― ―
ケンコーマヨネーズ ₂₅. ₄ ₃₃. ₈ ₅₅, ₃₃₀

繊維製品（1． 0％）
帝人 ― ₅₀ ₁₉, ₁₀₀
東レ ― ₁₁₅ ₁₁₂, ₄₅₈

パルプ・紙（―）
ニッポン高度紙工業 ₁₄. ₈ ― ―

化学（8． 6％）
旭化成 ₆₂ ₁₂₀ ₁₄₀, ₇₆₀
テイカ ₁₀₇ ― ―
東ソー ₁₄₆ ₁₂₉ ₆₈, ₆₂₈
ダイソー ― ₁₁₄ ₅₀, ₃₈₈
電気化学 ― ₇₀ ₃₁, ₇₁₀
堺化学 ― ₅₂ ₂₀, ₈₅₂
第一稀元素化学工 ― ₉. ₁ ₄₁, ₉₉₆
本州化学 ₁₇ ₁₇ ₁₆, ₅₇₅
東京応化工業 ― ₂₀ ₇₇, ₇₀₀
三菱ケミカル HLDGS ― ₅₅ ₃₂, ₉₆₇
積水化学 ₂₉ ₂₄ ₃₄, ₃₆₈
タキロン ₁₀₁ ― ―
旭有機材 ― ₂₀ ₅, ₈₄₀
積水化成品 ₆₃ ₁₂₅ ₅₅, ₆₂₅
第一化成 ― ₆ ₄, ₂₁₈
ダイキアクシス ₂₈ ― ―
中国塗料 ₈₀ ₁₁₇ ₁₀₅, ₄₁₇
日本特殊塗料 ― ₅₂ ₃₉, ₀₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ＤＩＣ ₁₃₀ ₂₆₄ ₈₆, ₀₆₄
サカタインクス ₆₆ ₄₈ ₅₄, ₈₁₆
富士フイルム HLDGS ― ₂₀ ₇₉, ₈₁₀
アグロカネショウ ₂₆. ₆ ― ―
メック ₂₄. ₅ ₁₁. ₅ ₉, ₁₆₅
ＪＣＵ ₈. ₁ ― ―
有沢製作所 ― ₈₈ ₈₃, ₁₆₀
信越ポリマー ₁₀₀ ₁₀₀ ₅₈, ₀₀₀
パーカーコーポレーション ₇₀ ₇₀ ₃₅, ₉₈₀

医薬品（2． 7％）
塩野義製薬 ― ₁₁ ₃₅, ₄₇₅
日本新薬 ― ₁₈ ₆₆, ₆₉₀
中外製薬 ₂₂ ₁₉ ₆₅, ₄₅₅
科研製薬 ― ₃₂ ₁₀₄, ₉₆₀
小野薬品 ₁₀ ₇ ₇₈, ₅₄₀

石油・石炭製品（0． 4％）
JX ホールディングス ₂₁₆ ₁₁₀ ₅₂, ₂₅₀

ゴム製品（1． 2％）
東洋ゴム ₂₇. ₅ ₁₅ ₃₅, ₇₉₀
ブリヂストン ₂₈ ₂₈ ₁₂₈, ₈₂₈
ニチリン ₂₆ ― ―
フコク ₄₁. ₈ ― ―

ガラス・土石製品（0． 4％）
日本コンクリート ₇₀ ― ―
ジオスター ₁₀₅ ₇₄ ₅₀, ₃₂₀
ジャパンパイル ₅₁. ₉ ― ―
日本碍子 ₅₉ ― ―
ニチアス ₇₀ ― ―

鉄鋼（1． 4％）
新日鐵住金 ₁₀₀ ― ―
日新製鋼 ― ₈₀ ₁₂₄, ₁₆₀
東京鐵鋼 ₁₀₉ ― ―
中部鋼鈑 ₇₈. ₁ ₃₅. ₁ ₁₉, ₀₅₉
日立金属 ₉₅ ₇ ₁₂, ₅₇₉
日本精線 ― ₅₃ ₃₄, ₉₈₀

非鉄金属（0． 4％）
住友鉱山 ₂₃ ₉ ₁₆, ₁₉₅
古河機金 ₉₅ ₁₈₉ ₃₈, ₇₄₅
ＵＡＣＪ ₂₁₇ ― ―
住友電工 ₄₄ ― ―
タツタ電線 ₄₀ ― ―
アーレステイ ₆₄ ― ―

金属製品（0． ₉％）
サンコーテクノ ₁₆. ₉ ₃₂. ₁ ₄₄, ₀₄₁
ＪＦＥコンテイナー ― ₁₄ ₆, ₃₄₂
三和ホールディングス ₉₀ ₃₅ ₂₈, ₃₁₅
東京製綱 ― ₂₀₀ ₃₉, ₈₀₀
アドバネクス ₁₈₅ ― ―
日立機材 ₂₃. ₆ ― ―

機械（7． 8％）
タクマ ― ₈₀ ₇₃, ₈₄₀
アイダエンジニア ₂₆ ― ―
富士機械製造 ― ₄₈ ₆₀, ₃₈₄

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
牧野フライス ₈₅ ₅₀ ₄₇, ₇₅₀
DMG 森精機 ― ₄₀ ₆₃, ₉₂₀
ディスコ ― ₁₁. ₅ ₁₁₆, ₆₁₀
東洋機械金属 ₉₇ ― ―
やまびこ ― ₉ ₄₇, ₉₇₀
ペガサスミシン製造 ₉. ₄ ― ―
ナビタス ― ₇ ₃, ₃₀₄
日精エーエスビー ₁₆ ₁₁ ₂₄, ₃₅₄
日精樹脂工業 ₃₃. ₅ ₇₉ ₁₀₇, ₂₈₂
オカダアイヨン ₁₆ ― ―
住友重機械 ₁₆₀ ― ―
タカトリ ₂₀ ― ―
三精テクノロジーズ ₁₁. ₇ ₃. ₇ ₁, ₉₇₂
アネスト岩田 ₆₅ ― ―
ダイフク ― ₅₁ ₇₂, ₃₆₉
加藤製作所 ₁₄₀ ₉₅ ₇₃, ₁₅₀
タダノ ₄₁ ₂₃ ₃₃, ₆₀₃
ＣＫＤ ₇₀ ― ―
キトー ₉ ₁₈ ₂₀, ₂₆₈
福島工業 ― ₃₄ ₅₅, ₇₉₄
竹内製作所 ₂₆. ₅ ₂₀ ₈₈, ₄₀₀
ＪＵＫＩ ₁₇₀ ₂₁₀ ₈₁, ₂₇₀
イーグル工業 ― ₂₃ ₅₅, ₀₁₆
マキタ ₁₇. ₅ ― ―

電気機器（14． 8％）
ブラザー工業 ₇₆ ― ―
ミネベア ₁₃₇ ₅₉ ₉₇, ₇₆₃
日立 ₁₄₈ ― ―
三菱電機 ₁₁₁ ₃₀ ₃₉, ₉₆₀
マブチモーター ₅ ₁₆ ₈₆, ₈₈₀
日本電産 ₁₄. ₈ ₈. ₃ ₆₈, ₁₁₈
ダブル・スコープ ₅₀ ₂₉ ₂₅, ₆₃₆
ダイヘン ― ₈₆ ₄₆, ₀₁₀
田淵電機 ₇₃ ― ―
第一精工 ₂₅ ₁₃ ₃₁, ₂₃₉
富士通 ₆₀ ₁₁₀ ₇₉, ₃₃₂
沖電気 ₁₇₀ ₁₆₀ ₃₉, ₃₆₀
サンケン電気 ₃₀ ― ―
セイコーエプソン ₅₆ ― ―
日本信号 ₃₅ ₆₂ ₇₅, ₁₄₄
京三製作所 ₇₅ ― ―
能美防災 ― ₃₂ ₄₄, ₁₂₈
富士通ゼネラル ₄₉ ― ―
ソニー ― ₄₀ ₁₂₅, ₇₆₀
ＴＤＫ ― ₁₂ ₉₀, ₀₀₀
アルプス電気 ₇₀ ₆₅ ₁₄₈, ₂₆₅
日本航空電子 ₄₀ ₁₈ ₄₆, ₄₄₀
古野電気 ₇₀ ― ―
アオイ電子 ₇. ₅ ₁₁. ₉ ₅₉, ₆₁₉
京写 ― ₆₇ ₃₄, ₇₇₃
共和電業 ₅₄ ― ―
キーエンス ₁. ₈ ₂. ₈ ₁₆₇, ₆₃₆
OBARA GROUP ₃. ₅ ― ―
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銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
原田工業 ― ₅₆ ₁₆, ₀₇₂
イリソ電子工業 ₃. ₅ ₂. ₅ ₁₆, ₄₇₅
山一電機 ― ₇₂ ₆₀, ₆₉₆
富士通フロンテック ₁₉ ₇. ₅ ₉, ₇₁₂
カシオ ― ₃₉ ₆₉, ₂₂₅
ファナック ₁₂ ₉ ₂₀₁, ₅₁₀
ローム ₁₈ ₁₃ ₉₆, ₂₀₀
村田製作所 ₉. ₈ ₁₄. ₃ ₁₈₂, ₅₃₉

輸送用機器（10． 5％）
鬼怒川ゴム ₈₅ ― ―
ユニプレス ₁₂ ― ―
ダイハツデイーゼル ₅₀ ₅₀ ₄₂, ₈₀₀
デンソー ₂₁. ₈ ₁₂. ₈ ₇₀, ₅₇₉
名村造船所 ― ₂₉ ₃₁, ₃₄₉
日産自動車 ₃₀ ₄₀ ₄₅, ₈₈₀
いすゞ自動車 ₉₆ ₆₂ ₁₀₃, ₀₄₄
トヨタ自動車 ₈₂. ₆ ₈₆. ₆ ₆₇₇, ₉₉₁
日野自動車 ₇₁ ₇₀ ₁₁₇, ₁₈₀
極東開発工業 ₂₆. ₈ ― ―
大同メタル工業 ₃₀ ― ―
ミクニ ― ₆₉ ₃₀, ₆₃₆
マツダ ₅₄ ― ―
スズキ ₄₃ ― ―
富士重工業 ₄₆ ₄₃ ₁₇₀, ₄₀₉
ヤマハ発動機 ― ₃₄ ₈₈, ₁₂₈
ハイレックスコーポレーション ₇ ― ―
IJT テクノロジー HD ― ₁₅ ₈, ₃₈₅

精密機器（2． ₃％）
国際計測器 ₁₆. ₅ ― ―
トプコン ₃₄ ₃₂ ₇₆, ₉₂₈
オリンパス ₁₁ ₁₅ ₆₂, ₄₀₀
ＨＯＹＡ ― ₂₇ ₁₂₅, ₉₁₄
大研医器 ― ₁₉ ₂₁, ₀₃₃
セイコーＨＤ ― ₂₅ ₁₅, ₁₅₀

その他製品（0． 1％）
サマンサタバサジャパン ₅₅. ₄ ― ―
バンダイナムコ HLDGS ₁₉ ― ―
グラファイトデザイン ― ₁₅ ₁₂, ₁₀₅

電気・ガス業（1． 1％）
四国電力 ₂₂ ― ―
電源開発 ― ₁₅. ₅ ₆₈, ₂₇₇
ファーストエスコ ₂₆ ― ―
東京瓦斯 ― ₁₁₄ ₈₁, ₉₈₈

陸運業（4． 1％）
東武鉄道 ― ₇₅ ₄₃, ₅₇₅
京成電鉄 ₄₀ ₄₂ ₅₉, ₄₇₂
東日本旅客鉄道 ― ₈. ₅ ₈₂, ₅₂₆
西日本旅客鉄道 ₂₈ ₂₈ ₁₈₂, ₆₁₆
東海旅客鉄道 ₄. ₂ ― ―
鴻池運輸 ₃₃. ₅ ― ―
日本通運 ― ₅₀ ₃₁, ₅₀₀
山九 ₂₀₁ ― ―
センコー ₈₄ ₈₀ ₅₅, ₃₆₀
セイノーホールディングス ― ₆₄ ₈₀, ₈₃₂

海運業（0． 5％）
商船三井 ― ₁₆₄ ₆₈, ₂₂₄

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
空運業（0． 7％）

日本航空 ₂₂. ₃ ₂₄. ₆ ₉₁, ₆₃₅
情報・通信業（5． 6％）

新日鉄住金ＳＯＬ ₇ ₁₃. ₅ ₄₃, ₈₇₅
インターネットイニシアティブ ― ₂₆ ₅₉, ₈₀₀
日本電信電話 ₃₀. ₅ ₂₄. ₅ ₁₇₉, ₄₃₈
ＫＤＤＩ ₁₆. ₁ ₁₇. ₁ ₁₃₄, ₅₅₉
エムティーアイ ― ₁₉ ₃₁, ₄₆₄
スクウェア・エニックス・HD ₂₄ ₃₈ ₈₈, ₄₆₄
シーイーシー ₃₆ ― ―
ＳＣＳＫ ₂₉. ₅ ₂₉. ₅ ₉₀, ₄₁₇
ソフトバンク ₂₉. ₅ ₁₅. ₅ ₁₁₀, ₀₀₃

卸売業（5． 7％）
アルコニックス ₃₈ ₃₁ ₅₆, ₇₆₁
クリヤマホールディングス ₃₈ ₃₈ ₄₆, ₈₅₄
シークス ₂₂. ₂ ₂₁. ₂ ₅₁, ₂₆₁
伊藤忠 ₄₀ ― ―
三井物産 ₁₄₁. ₅ ₄₂. ₅ ₆₉, ₃₆₀
スターゼン ― ₁₁₆ ₄₆, ₉₈₀
三菱商事 ₈₈. ₅ ₁₀₅. ₅ ₂₄₁, ₉₁₁
稲畑産業 ₄₀ ₄₀ ₄₄, ₂₈₀
ワキタ ₁₅ ― ―
伊藤忠エネクス ₅₄ ₄₄ ₄₁, ₅₃₆
日鉄住金物産 ₁₅₂ ₈₇ ₃₆, ₅₄₀
トラスコ中山 ― ₁₆. ₆ ₅₅, ₆₉₃
ヨンキュウ ₆ ― ―
ジェコス ₄₉. ₅ ₄₃. ₅ ₆₀, ₃₇₈

小売業（4． ₉％）
ダイヤモンドダイニング ― ₁₁ ₄₇, ₆₃₀
セブン & アイ・HLDGS ₃₄. ₅ ₃₄. ₅ ₁₅₅, ₈₁₉
ノジマ ― ₆₆ ₁₁₈, ₈₀₀
ドンキホーテホールディング ― ₁₆. ₈ ₁₃₇, ₄₂₄
青山商事 ― ₁₃. ₄ ₅₂, ₁₉₃
松屋 ― ₂₉ ₅₁, ₆₂₀
アークス ― ₁₆ ₃₈, ₅₄₄
ファーストリテイリング ― ₁ ₄₄, ₀₆₅
サックスバーホールディング ₃₀ ― ―

銀行業（8． ₃％）
足利ホールディングス ― ₇₃ ₃₆, ₆₄₆
三菱 UFJ フィナンシャル G ₆₄₂ ₇₆₉ ₅₆₀, ₆₀₁
りそなホールディングス ― ₉₅ ₆₂, ₇₂₈
三井住友トラスト HD ₁₄₀ ₉₀ ₄₃, ₀₅₆
三井住友フィナンシャル G ₄₉. ₂ ₃₃. ₂ ₁₄₇, ₄₀₈
西日本シティ銀行 ― ₁₇₂ ₆₄, ₁₅₆
常陽銀行 ― ₇₂ ₄₅, ₀₇₂
みずほフィナンシャルＧ ₉₇₀ ₆₅₀ ₁₃₄, ₃₅₅

証券、商品先物取引業（1． 2％）
ＦＰＧ ― ₅ ₁₃, ₆₇₀
野村ホールディングス ₁₄₂ ₁₅₂ ₁₀₃, ₂₉₉
東海東京ＨＤ ― ₅₉ ₄₆, ₅₅₁

保険業（2． 6％）
損保ジャパン興亜 HD ₂₇ ₂₇ ₉₄, ₃₉₂
第一生命 ― ₅₇ ₁₀₃, ₃₉₈
東京海上ＨＤ ₃₂ ₃₃. ₅ ₁₄₀, ₇₃₃

その他金融業（1． 1％）
芙蓉総合リース ₁₀ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日立キャピタル ₂₀. ₅ ₂₆. ₅ ₆₇, ₉₇₂
オリックス ₁₄₉ ₅₀ ₇₈, ₂₂₅

不動産業（2． 7％）
サムティ ― ₂₅ ₂₅, ₀₅₀
常和ホールディングス ― ₁₁ ₄₁, ₉₁₀
三井不動産 ₅₆ ₅₃ ₁₇₅, ₂₁₈
東京建物 ₇₀ ₅₅ ₄₈, ₇₈₅
住友不動産 ₂₂ ― ―
シノケングループ ― ₄₂ ₅₉, ₆₈₂
サンフロンティア不動産 ₃₉ ― ―

サービス業（2． ₃％）
カカクコム ₁₀ ₁₀ ₁₈, ₅₅₀
ぐるなび ₁₈ ― ―
EPS ホールディングス ₂₂. ₅ ― ―
テクノプロ・ホールディング ― ₂₂ ₄₉, ₆₁₀
ジャパンマテリアル ₉. ₁ ₂₈. ₃ ₄₂, ₆₇₆
ライドオン・エクスプレス ― ₁₄. ₈ ₄₄, ₃₄₀
三協フロンテア ₁₈ ₁₄ ₁₂, ₅₇₂
西尾レントオール ₁₆ ― ―
セコム ₁₂ ₁₂ ₈₄, ₈₅₂
メイテツク ― ₈ ₂₆, ₈₀₀
船井総研ホールディン ― ₃₀ ₂₈, ₈₀₀

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₁₁, ₈₂₇. ₉ ₁₀, ₆₆₈. ₉ ₁₃, ₂₂₄, ₃₇₁

銘柄数＜比率＞ ₁₇₅銘柄 ₁₈₈銘柄 ＜₉₅. ₉％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2）国内投資信託証券

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
口　数 口　数 評 価 額

千口 千口 千円
ケネディクス商業リート ― ₀. ₀₁₈ ₄, ₇₃₄ 
ジャパン・ホテル・リート投資法人 ₀. ₆ ― ― 

合計
口 数、 金 額 ₀. ₆ ₀. ₀₁₈ ₄, ₇₃₄ 
銘柄数＜比率＞ ₁銘柄 ₁銘柄  ＜₀. ₀％＞ 

（注 ₁ ）合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。

（₃） 先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　柄　別
当　　　期　　　末

買　建　額 売　建　額

国
　
内

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ
百万円 百万円 

₁₆₀  ― 
日 経 平 均 ₈₉ ― 

（注）単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₁₃, ₂₂₄, ₃₇₁ ₉₂. ₉ 

投 資 信 託 証 券 ₄, ₇₃₄ ₀. ₀ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁, ₀₀₁, ₆₉₇ ₇. ₁ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₄, ₂₃₀, ₈₀₂ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 14， 227， 7₉₉， 74₃円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₅₉₂, ₃₃₁, ₇₀₁  
株 式（評価額） ₁₃, ₂₂₄, ₃₇₁, ₃₅₀  
投 資 信 託 証 券（評価額） ₄, ₇₃₄, ₀₀₀  
未 収 入 金 ₃₉₀, ₈₄₅, ₀₅₇  
未 収 配 当 金 ₁₀, ₀₉₀, ₆₃₅  
差 入 委 託 証 拠 金 ₅, ₄₂₇, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 440， 75₃， 210  
未 払 金 ₂₉₇, ₁₁₈, ₄₃₄  
未 払 解 約 金 ₂₈, ₂₃₈, ₂₅₄  
未 払 信 託 報 酬 ₁₁₅, ₀₁₈, ₂₇₂  
そ の 他 未 払 費 用 ₃₇₈, ₂₅₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1₃， 787， 046， 5₃₃  
元 本 ₁₃, ₈₇₆, ₀₇₁, ₈₂₂  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₈₉, ₀₂₅, ₂₈₉  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1₃， 876， 071， 822口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₉， ₉₃6円

＊ 期首における元本額は₁₅, ₃₈₂, ₆₃₄, ₆₃₆円、当期中における追加設定元本額は
₅, ₁₈₉, ₉₃₂円、同解約元本額は₁, ₅₁₁, ₇₅₂, ₇₄₆円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₉, ₉₃₆円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₈₉, ₀₂₅, ₂₈₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₉₉， 064， 0₉6円

受 取 配 当 金 ₉₈, ₈₆₃, ₄₆₉
受 取 利 息 ₁₂₉, ₂₅₅
そ の 他 収 益 金 ₇₁, ₃₇₂

（Ｂ）有価証券売買損益 1， 645， 662， 0₉₉
売 買 益 ₂, ₁₈₈, ₇₈₃, ₇₃₁
売 買 損 △ ₅₄₃, ₁₂₁, ₆₃₂

（Ｃ）先物取引等損益 24， ₃27， 1₉₉
取 引 益 ₂₅, ₁₈₈, ₅₀₈
取 引 損 △ ₈₆₁, ₃₀₉

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 115， ₃₉6， 522
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 1， 65₃， 656， 872
（Ｆ）前期繰越損益金 △ 1， 610， 274， 717
（Ｇ）追加信託差損益金 △ 1₃2， 407， 444

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₉, ₆₈₅, ₂₇₄）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₇₂, ₀₉₂, ₇₁₈）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 8₉， 025， 28₉
次期繰越損益金（Ｈ） △ 8₉， 025， 28₉
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₁₃₂, ₄₀₇, ₄₄₄

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₉, ₆₈₅, ₂₇₄）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₇₂, ₀₉₂, ₇₁₈）
分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₅₄₅, ₂₂₇, ₉₃₁
繰 越 損 益 金 △ ₁, ₅₀₁, ₈₄₅, ₇₇₆

（注 ₁ ）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ）収益分配金の計算過程は₁₀ページの「収益分配金の計算過程（総額）」の
表を参照。
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■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₉₂, ₆₀₁, ₈₉₁円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₉, ₆₈₅, ₂₇₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₄₅₂, ₆₂₆, ₀₄₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₅₈₄, ₉₁₃, ₂₀₅
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁, ₅₈₄, ₉₁₃, ₂₀₅
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₃, ₈₇₆, ₀₇₁, ₈₂₂口

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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